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東京都に建設された 2 棟の超高層建物について、振動特性を把握することを目的として微動を計測し、施工時から竣

工後までの固有周期を調査した。施工時の固有周期は A 街区では約 23 か月間に約 4 秒、B2 街区では約 18 か月間に長

辺方向が約 3 秒、短辺方向が約 4 秒増加した。竣工後の固有周期は設計周期の 15%程度短い値であり、既往の研究で報

告されている調査結果と大差がなかった。また、施工時の固有周期は、施工状況に応じて設計モデルの重量を修正すれ

ば、施工高さが完成時の 1/2 程度以降において計測周期と設計周期の比が一定値に近づくことが分かった。 

Microtremor measurements were conducted on two super high-rise buildings constructed in Tokyo to estimate the 

natural period from the time of construction to after completion. The natural period during construction increased 

by about 4 seconds during about 23 months in building A and by 3-4 seconds during about 18 months in building B2.

The natural period at completion was about 15% shorter than the design period and did not differ significantly from 

values reported in previous studies. As for the natural period during construction, it was found that if the weight of 

the design model is modified according to the construction conditions, the ratio of the measured period to the design 

period approaches a constant value after about one-half the construction height at completion. 

1.はじめに

 高層建物の設計では地震時の構造安全性を動的

な振動解析によって確認しているが、建設された

建物の振動特性について報告された事例は少ない。

これまでに微動計測や地震観測で得られた建物応

答から固有周期や減衰が調査されており、微動か

ら推定した固有周期は設計値より短いケースが多

いことや、地震応答から推定した固有周期は揺れ

が大きいほど長くなる振幅依存性があることが報

告されている例えば 1,2)。また、施工中の建物につい

ては、微動から推定した固有周期と施工高さの関

係が調査され、固有周期は施工高さに比例して増

加することが報告されている 3),4)。本論文では、

2023 年に完成した超高層建物 2 棟の振動特性を

確認するために微動計測を実施して、施工中から

竣工後までの固有周期を推定し、設計値との対応

を調査した結果について報告する。

2.固有周期の調査方法

2.1 対象建物 

 調査対象は写真－1 に示す東京都に建設され

2023年に完成した超高層建物 2棟 5)で、高さ 300m
を超える鉄骨造(柱は CFT)のオフィス(以降、A 街

区と記す)と高さ 200m を超える鉄筋コンクリー

ト造の住宅(以降、B2 街区と記す)である。各建物

写真－1 調査対象建物(左：住宅，右：オフィス) 
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の高さと設計周期を図－1 に示す。図には、指定

評価機関から公表されている超高層建築物の性能

評価シートに記載された鉄骨造(S 造)のうち制振

構造 181 棟の設計周期 T と建物高さ H の比の平

均値 6)と、鉄筋コンクリート造(RC 造)のうち 2000
年以降の制振構造 97 棟の設計周期 T と建物高さ

H の比の平均値 7)を示している。A 街区は平面の

縦と横の長さが同じで設計周期は両方向とも約 7
秒であり、鉄骨造の超高層建物の平均より 1 秒以

上短い。マグニチュード 8 クラスの海溝型巨大地

震では堆積平野の深い地下構造によって長周期成

分が増幅され 8)、首都圏では周期 7 秒以上の揺れ

が大きくなると考えられていることから 9)、A 街

区では大地震による応答変形を抑えるために層剛

性を高めて設計されている。B2 街区は、平面の縦

と横の長さが異なり、短辺方向と長辺方向の設計

周期に 1 秒以上の差がある。短辺方向の設計周期

は鉄筋コンクリート造の超高層建物の平均に近く、

長辺方向は平均より短い。 
 

 
図－1 調査対象建物の高さと設計周期 

 

2.2 微動計測 

 施工時は、写真－2 に示す計測装置(白山工業

製：微動観測装置 JU410)を用いて、以下に示す期

間に微動を常時計測した。 
 A 街区: 2021 年 8 月 6 日～ 2023 年 6 月 29 日 
 B2 街区: 2022 年 1 月 21 日～ 2023 年 8 月 2 日 
計測装置は電源(AC100V)を使用するため分電盤

の近くに設置した。設置階は最上階に近い天井ス

ラブが施工された階とし、施工が進むと上階に移

動させた(表－１)。竣工後は地震観測装置を使用

して毎日 0:00 から 10 分間の微動を記録した。 

 

 
写真－2 計測装置(左)と計測状況(右)  

 

表－1 計測装置の設置階 

 
 

2.3 固有周期の推定方法 

 建物の固有周期は、計測した加速度波形から

フーリエ振幅スペクトルを計算し、そのピーク振

動数から求めた。施工時はノイズの少ない毎日

0:00 から 10 分間のデータを使用した。施工時の

加速度波形から計算したフーリエ振幅スペクトル

の一例を図－2 に示す。図はおおよそ 1 ヶ月ごと

の計測値を示しており、1 次固有振動数に相当す

るピークが時間の経過とともに低振動数側にずれ

ていることが分かる。A 街区では、一部の期間に

計測装置を 2 カ所に設置したが、ピーク振動数は

ほぼ同じであるため、固有周期は上階の加速度波

形から推定した。 
 

3 施工時の固有周期 

 

3.1 微動から推定した固有周期 

 微動から推定した施工時の固有周期(以下、計測

周期と記す)を図－3 に示す。図中に示す施工高さ

はスラブが施工された床の高さとした。 
 A 街区の計測周期は、2021 年 8 月から 2023 年

6 月までの約 23 か月間に、X 方向が 1.78 秒から

5.96 秒、Y 方向が 1.86 秒から 6.01 秒に増加した。

躯体が完成し内装や設備の施工中であった計測終
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了時の計測周期は、両方向とも設計周期より 15%
程度短い値であった。計測周期の増分は、トラス

構造の 53 階が施工された 2022 年 3 月頃までが大

きく約 7 か月で 2.8 秒、その後、躯体が完成した

2022 年 9 月頃までの約 6 か月で 1.0 秒程度、躯体

が完成した後は約 10 か月で 0.3 秒程度であった。 
 B2 街区の計測周期は、2022 年 1 月から 2023
年 8 月までの約 18 か月間に、X 方向が 0.37 秒か

ら 3.38 秒、Y 方向が

0.46 秒から 4.4 秒に増

加した。躯体が完成し内

装や設備の施工中で

あった計測終了時の計

測周期は、A 街区と同様

に設計周期の 15%程度

短い値であった。計測周

期の増分は、計測開始か

ら 2022 年 6 月までの約

4.5 か月間で 0.5 秒(X)、
0.55 秒 (Y)程度、2022
年 12 月までの約 6 か月

で 2 秒(X)、2.7 秒(Y)程

度、躯体が完成した 2023 年 4 月までの約 3.5 か

月で 0.4 秒(X)、0.5 秒(Y)程度、躯体完成後から計

測終了までの約 4 か月で 0.1 秒(X)、0.17 秒(Y)程
度であった。なお、計測周期の増分は方向によっ

て異なるが、設計周期に対する比で見ると大差は

なかった。 

 施工高さと計測周期の関係を図－4 に示す。2 棟

とも計測周期は施工高さに応じて増加しているが、

 
   図－3 微動から推定した施工時の固有周期(左：A 街区，右：B2 街区) 
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図－2 加速度波形から計算したフーリエ振幅スペクトルの一例(左：A 街区，右：B2 街区) 

 

図－4 施工高さと計測周期の関係(左：A 街区，右：B２街区) 
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施工高さと計測周期の関係は直線で表されない。

A 街区ではグラフの傾きの変化が大きく、床スラ

ブより先行して施工された柱・梁の鉄骨を施工高

さに含めていないため、完成高さの 1/3 程度まで

は計測周期が相対的に大きい。また、トラス構造

である 53階に相当する完成高さ 0.8付近で傾きが

変化している。 
 

3.2 設計モデルとの対応 

 

3.2.1 検討方法 

 施工時の計測周期と施工状況に応じて修正した

設計モデルの固有周期との対応について検討する。

ここでは、設計モデルとして質点系の振動モデル

を用い、施工状況を反映するために施工されてい

ない階の質点を除き、各階の重量と剛性を表－2

に示す 3 ケースで表して固有周期を計算し、計測

周期と比較した。修正モデル 1 と修正モデル 2 で

は施工階を天井スラブが施工された階までとした。

修正モデル 3 では、各階の重量を施工状況に応じ

て躯体、外装、内装の重量から定め、各階の剛性

は床スラブや外装の有無に応じて設計値を補正し

て表した。 
 

3.2.2 修正モデルの固有周期 

 施工状況を反映した設計モデルを A 街区は月ご

と、B2 街区は各階の躯体完成日ごとに定めて固有

周期を計算した。A 街区については、各階の工事

が次の A から E の順に進むと考えて、施工記録か

ら月ごとに施工状況が A～E となっている最上階

を図－5 のように定めた。 
 A：躯体(スラブを除く) 
 B：躯体 
 C：躯体＋外装 
 D：躯体＋外装＋積載(施工材料) 
 E：躯体＋外装＋内装 
修正モデル 3 の各階の重量は、施工状況に応じて

表－3 に示す部位の重量から定めた。また、各階

の剛性は床スラブがない場合は設計値の 0.7 倍、

外装がある場合は 1.03 倍とした。なお、積載荷重

は施工材料の重量を想定し、重量を 100kg/m2 と

した。 

表－2 設計モデルの重量および剛性の修正方法 

 
表－3 A 街区の設計モデルの補正方法 

 
表－4 B2 街区の設計モデルの補正方法 

 

重量 剛性

修正モデル1 設計値 設計値

修正モデル2 設計値の固定荷重 設計値

修正モデル3 施工状況に応じた値 施工状況に応じた値

柱 大梁 耐震壁 ﾌﾞﾚｰｽ スラブ

 A.躯体（スラブ除） 〇 〇 〇 〇 0.7

 B.躯体 〇 〇 〇 〇 〇 1

 C.躯体+外装 〇 〇 〇 〇 〇 〇 1

 D.躯体+外装+施工材料 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 1

 E.躯体+外装+内装 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 1
（備考）

・躯体の部位別重量は構造計算書による

・外装は単位面積当たりの重量を1500N/m2
として面積に応じて計算

・内装は固定荷重から躯体と外装の重量を除いた値

・施工材料の単位床面積当たりの重量を100kg/m2
と仮定

・各階の剛性はスラブがないときは0.7倍，外装があるときは1.03倍と仮定

重量に含める部位
剛性
補正
係数

躯体
外装 内装

施工
材料

躯体
施工
材料
（積載）

外装
内装1
耐火

間仕切

内装2
（壁LGS）

内装3
天井
・他

完成

固定荷重 0.88 0.03 0.02 0.02 0.02

積載荷重 1 -0.2 -0.2 -0.2 -0.4

1 0.01 0.01

（備考）

・固定荷重は躯体と非構造部材の割合を各階で一律に仮定した

・施工材料（積載）は100kg/m2と仮定し内装工事が進むにつれて低減

施工状況に応じた重量と剛性の補正係数

重
量

剛性

（ ） （ ）

 
図－5 A 街区の施工状況 

 

図－6 B2 街区の施工状況 
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 B2 街区については施工状況を各階の躯体、外装、

内装の完成時期で表し、施工記録から図－6 のよ

うに定めた。内装については工事期間が長いため

耐火間仕切、壁 LGS、天井・他の 3 つの部位に分

けた。修正モデル 3 の各階の重量は施工状況に応

じて表－4 に示す数値で設計モデルの固定荷重を

補正して表した。また、各階の剛性は外装および

耐火間仕切が完成していた場合はそれぞれ設計値

の 1%を加えた。 

 施工状況に応じて修正した設計モデルの固有周

期(以降、設計周期と記す)を図－7 および図－8 に

示す。施工高さと設計周期の関係は、図－4 に示

す施工高さと計測周期の関係と同様に、原点を通

る直線では表されない。  
 

3.2.3 計測周期と設計周期の対応 

 計測周期と設計周期の比を図－9 および図－10

に示す。計測周期は 1 日ごとに求めているが、施

工状況を反映した設計モデルの固有周期は 1 日ご

とに求めていないため、その間の固有周期は一定

の割合で増加すると考えて、線形補間により定め

て計測周期との比を求めた。 
 A 街区の計測周期と設計周期の比は、修正モデ

ル 1 と修正モデル 2 でばらつきが大きいが、修正

モデル 3 では 0.9 前後の範囲におさまっている。

修正モデル 1 と修正モデル 2 では、床スラブに先

行して施工された柱・梁を考慮していないため、

施工高さが低い時期ほど設計モデルの重量が実際

より小さく、設計周期が計測周期より小さい値と

なっている。計測周期と設計周期の比のばらつき

は、施工高さが完成高さの 1/2 以降でも修正モデ

ル 1 や修正モデル 2 より修正モデル 3 の方が小さ

いことから、建物重量を施工状況に応じて修正す

ることによって設計周期が計測周期に近づくこと

が分かる。 
 B2 街区の計測周期と設計周期の比は、施工高さ

が完成高さの 1/3 以降になると一定の値に近づき、

その値は修正モデル 1 と修正モデル 2 が約 0.8、
修正モデル 3 が約 0.85 であった。A 街区と同様に、

建物重量を施工状況に応じて修正することによっ

て設計周期が計測周期に近づくが、計測周期と設

計周期の比のばらつきについては修正モデルによ

る差は小さい。これは、B2 街区は RC 造であり、

建物重量に占める躯体の割合が高く、非構造部材

の重量や積載荷重を施工状況に応じて修正しても

固有周期の変動は小さいためと考えられる。 

 

4. 竣工後の固有周期 

 

 地震観測装置で計測した微動から推定した固有

周期を建物竣工後の 2023 年 12 月から 2024 年 9
月について図－11 に示す。地震観測では建物の複

数の階に地震計を設置して加速度を計測している

が、A 街区では 53 階、B2 街区では 47 階の記録

 
図－7 A 街区の修正モデルの固有周期 図－8 B2 街区の修正モデルの固有周期 

 

図－9 A 街区の計測周期と設計周期の比 図－10 B2 街区の計測周期と設計周期の比 
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を用いた。図には 2024 年能登半島地震の建物応

答から推定した建物周期を含めている。なお、能

登半島地震の建物周期は基礎に対する上階のフー

リエスペクトル比のピーク振動数から求めた。 
 A 街区の竣工後の固有周期は、能登半島地震前

は両方向とも約 6 秒であり、施工前(Tx=5.96、 
Ty=6.01)と大差はないが、能登半島地震後は両方

向とも 0.2 秒程度伸びている。B2 街区も同様であ

り、能登半島地震前は X 方向が 3.4 秒、Y 方向が

4.4 秒で竣工前(Tx=3.38、 Ty=4.4)に近い値を示

しているが、能登半島地震後は 0.1 秒程度伸びて

いる。図－12 に示すように、能登半島地震では、

A 街区は建物頂部(PHF)で 20cm/s2 以上、B2 街区

は 54 階で約 20cm/s2 の加速度が観測されており、

外装材など層剛性に影響する非構造部材の取付部

がなじんで周期が伸びたと考えられる。同図には

基礎で観測された地震動を入力として設計モデル

を用いて各階の応答を計算した結果を示している。

設計モデルの固有周期は計測周期と異なるが、能

登半島地震については、揺れの大きさと経時特性

は設計モデルにより概ね再現できる。 
 設計周期と微動から推定した固有周期の比を既

往の研究 10)-24)と比較して図－13 に示す。高さ

200m 以上の事例は少ないが、設計周期 3 秒以上

 

図－11 竣工後の固有周期(左：A 街区，右：B2 街区) 

 

 (a) A 街区 (b) B2 街区 
図－12 2024 年能登半島地震による地震応答の観測記録(黒線)と計算結果(赤線) 
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の超高層建物では計測周期と設計周期の比が鉄骨

造で 0.8～0.9、鉄筋コンクリート造で 0.9 程度を

示しており、A 街区や B2 街区と大差がないこと

が分かる。なお、既往の研究では計測周期と設計

周期の比が１を超えた事例があるが、設計周期が

約 5.5 秒の鉄骨造については、建設地点の地盤が

軟弱であり、地盤を含めたモデルで表すとその固

有周期が計測周期に近づくと説明されている 18)。

また、設計周期が約 3.5 秒の鉄筋コンクリート造

については、2011 年東北地方太平洋沖地震を経験

したあとの固有周期であり 20) 、地震の影響で周

期が伸びたと考えられる。 
 能登半島地震の建物応答から推定した建物周期

は微動から推定した建物周期より長く、その差は

A 街区で 0.3～0.5 秒、B2 街区で 0.3～0.4 秒であっ

たが、設計周期と比較すると 5～10%程度短い。

建物応答から推定した建物周期は振幅依存性があ

ることが知られており、鹿嶋 2)は 15～23 階建ての

鉄骨造 5 棟について、多数の地震記録から求めた

基礎と頂部の最大変形角θmax と建物周期 T の関

係が次式で近似できることを示している。 
 
  T = a1 + a2・log10θmax (1)  
 
ここに a1、a2 は定数であり調査建物ごとに値が推

定されている。鉄骨造 5 棟のそれぞれについて推

定された(1)式は、最大変形角θmax が 10 倍になる

と固有周期が 5%程度増加することを表しており、

A 街区も同じ傾向を示すと考えると、最大応答が

能登半島地震の 10 倍程度になる地震において計

測周期が設計周期に近づくことになる。なお、能

登半島地震における A 街区の最大変形角θmax は、

基礎(B5F)と上層階(53 階)の加速度波形を積分し

た変位波形から求めると約 6.0×10-4 であり、鹿嶋

2)が調査した建物の最大変形角の範囲に含まれる。 

 

5. おわりに 

 

 東京都に建設された 2 棟の超高層建物の振動特

性を把握することを目的として微動を計測し、施

工時から竣工後までの固有周期を調査した。施工

時の固有周期は、鉄骨造の A 街区では 2021 年 8
月 7 日から 2023 年 6 月 29 日までに 1.78～5.96
秒(X方向)、1.86～6.01秒(Y方向)、鉄筋コンクリー

ト造の B2 街区では 2022 年 1 月 22 日から 2023
年 8 月 2 日までに 0.37～3.38 秒(X 方向)、0.46～
4.4 秒(Y 方向)に変動し、竣工後の固有周期は施工

前と大きな差はなかったが、2024 年能登半島地震

の後は A 街区は約 0.2 秒、B2 街区は約 0.1 秒伸び

たことが確認できた。竣工後の固有周期は設計周

期の 15%程度短い値であり、既往の研究で報告さ

れている値と大差がなかった。また、施工時の固

有周期は、施工状況に応じて設計モデルの重量を

修正すれば、施工高さが完成時の 1/2 程度以降に

おいて計測周期と設計周期の比が一定値に近づく

ことが分かった。このことから、施工高さが完成

時の 1/2 程度以降における固有周期を微動から推

定すれば竣工後の固有周期をおおよそ予測できる

と考えられる。 
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*AMD 強制加振の応答から推定した固有周期 **2011 年東北地方太平洋沖地震を経験した建物 ***RC 造煙突 

図－13 竣工後の計測周期と設計周期の比(左：S 造，右：RC 造) 
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